
（平成２１年１２月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 2 件

年金記録確認鳥取地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                    

  

鳥取国民年金 事案 212 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年 12 月から３年３月までの期間及

び５年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 35 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 63 年３月から平成元年７月まで 

② 平成元年 12 月から３年３月まで 

③ 平成５年３月 

社会保険事務所で年金記録を確認したところ、各申立期間とも未加入

との回答を得た。Ａ大学医学部大学院に在籍し、常勤先を有さない期間

は大学の勧めで国民年金に加入し、保険料を納付していたにもかかわら

ず「手番無効者」として記録が抹消されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が現在所持している国民年金手帳の記号番

号は、社会保険事務所の保管する国民年金手帳記号番号払出簿及び社会保

険庁のオンラインに記録されている資格取得入力処理日から申立期間①経

過後の平成２年８月ごろにＢ市において払い出されていることが確認でき

る。 

また、申立人が所持する国民年金手帳に初めて被保険者となった日が申

立期間①経過後の平成元年 12 月１日と記載されている上、社会保険庁の

記録も同様となっていることから、申立期間①は未加入期間であり、国民

年金保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

申立期間②について、社会保険庁の記録によれば、申立人の平成元年

12 月１日の資格取得の処理が２年８月 20 日に行われているほか、納付書



                    

  

の作成が同月 27 日に行われていることからみて、申立人は、申立期間の

国民年金保険料を納付することは可能である。 

また、申立人は当時大学院生であったものの、医師として平日の夜間、

土曜日及び日曜日は、病院でアルバイトをして収入を得ていたとしており、

国民年金保険料を納付したとする主張に特に不自然さはみられない。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録では、申立人は資格取得当初の申

立期間②において、国民年金の強制加入被保険者とされているが、平成３

年１月に申立人の手帳記号番号は取り消されており、申立人は「手番無効

者」とされている。社会保険事務所では、国民年金手帳記号番号を取り消

し、「手番無効者」とするケースとしては、国民年金加入期間に他の被用

者年金制度である厚生年金保険又は共済組合へ加入した場合や、国外に移

住し国民年金の加入義務が無くなった場合などが考えられるとしているが、

申立人はいずれのケースにも該当しないことから、行政側の記録管理が適

正に行われていなかったものと考えられる。 

申立期間③について、社会保険庁の記録では、申立人はＡ大学医学部で

厚生年金保険被保険者資格を平成５年３月 31 日に喪失した後、Ｃ病院で

同資格を取得する同年４月１日までの１日（平成５年３月分）について、

年金記録が無い。 

しかし、申立人は、当時のいきさつについて、勤務期間を３月 30 日ま

でとし、同月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失させられるのは不

条理ではないかとＡ大学医学部の事務員に問いただしたところ、同事務員

から「これが制度だから将来に備えて国民年金にきちんと加入して納付し

てほしい。」と言われたことを鮮明に覚えており、同医学部においても当

時対象職員には、３月の１か月分について市町村役場に出向いて国民年金

に加入するよう文書通知していたとしている。 

また、申立人の加入手続等を任されていた申立人の妻の同期間の年金記

録は、平成５年３月 31 日から同年４月１日にかけて、国民年金第３号被

保険者から同第１号被保険者へ、また、同第１号被保険者から同第３号被

保険者への切替手続が適切に行われており、第１号被保険者期間である５

年３月の１か月分の保険料が適切に納付されている。 

これらのことから、申立人が申立期間③において、国民年金第１号被保

険者資格を取得しておらず、国民年金保険料を納付していないのは不自然

である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成元年 12 月から３年３月までの期間及び５年３月の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



鳥取厚生年金 事案 232 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

37年４月１日、資格喪失日に係る記録を 39年９月１日とし、標準報酬月額を

37年４月から 38年９月までは１万 2,000円、38年 10月から 39年８月までは

１万 6,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から 39年９月１日まで 

       社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の

加入記録が無い旨の回答を得た。申立期間については、Ａ社に正社員の営業

職として勤務しており、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間当時の同僚の供述及びＡ社を退職した後に勤務した事業

所の職員履歴カード等から、申立人が申立期間において同社に営業職として勤

務していたことが確認できる。 

   また、Ａ社では、「保存期間経過により関係書類は廃棄され、詳細な状況は

不明であるが、申立期間当時、当社ではすべての従業員を正社員として採用し、

速やかに厚生年金保険に加入させていたはずである。」と回答している。 

   事実、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると、申立人が申立期間当時、同じ営業職として勤務していた同僚として

氏名を挙げた者には、いずれも同社における厚生年金保険の被保険者記録が確

認できる。 

さらに、申立人及び同僚が供述している同社の申立期間当時の従業員数と社

会保険事務所の記録上の厚生年金保険被保険者数は概ね一致おり、「全ての社



員を厚生年金保険に加入させていたはずである。」との同社の回答内容とも合

致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、厚生年

金保険被保険者として事業主により給与から保険料が控除されていたものと

認められる。 

   また、当該期間における標準報酬月額については、申立人と同じ営業職とし

て勤務していた同年代の同僚の標準報酬月額から判断すると、昭和 37 年４月

から 38年９月までは１万 2,000円、38年 10月から 39年８月までは１万 6,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間の被保

険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事

務所の記録が失われたとは考えられない。また、仮に、事業主から申立人に係

る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失

届が提出されていると思われるところ、いずれの機会においても社会保険事務

所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事

務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和37年４月から39年８月までの保険料の納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



鳥取厚生年金 事案 233 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

平成 15年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年４月 30日から同年５月１日まで 

       社会保険事務所で年金記録を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険

の資格喪失日が平成 15年４月 30日となっている旨の回答を得た。同社が経

営していたホテルＢで 13年８月１日から 15年４月 30日まで勤務しており、

同年４月分の厚生年金保険料が控除されている給与明細書があるので、申立

期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における雇用保険の被保険者記録、現在ホテルＢを経営してい

るＣ社から提供を受けた申立人の平成 15 年４月分のタイムカード及び申立人

が所持している同月分の給与明細書により、申立人が 13年８月１日から 15年

４月 30日までＡ社に勤務し、15年４月分の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが確認できる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の給与明細書の保険料控

除額及び同社における平成 15年３月の社会保険庁の記録から、16万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｃ社

に、申立人が平成 15年４月 30日に資格喪失したとする健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失確認通知書が保管されていることから、Ａ社の事業主が同日



を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年４月

分の保険料の納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                    

  

鳥取国民年金 事案 213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年３月及び 56 年１月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 55 年３月 

          ② 昭和 56 年１月 

社会保険事務所で年金記録を確認したところ、各申立期間について未

加入との回答を得た。申立期間①については、Ａ市役所を退職した後す

ぐに国民年金の加入手続を行い、保険料を納付した。申立期間②につい

ては、会社を退職し、Ｂ市からＡ市に住所変更の手続をした際、国民年

金の加入手続を行い、保険料を納付した。 

各申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立

人が現在所持する国民年金手帳の記号番号は、各申立期間経過後の平成元

年４月ごろにＡ市において払い出されていることが確認できる。 

また、同手帳に初めて被保険者となった日が平成元年４月１日と記録さ

れ、同記録は、社会保険庁のオンライン記録とも一致していることから、

各申立期間は未加入期間となり、国民年金保険料を納付することはできな

い。 

さらに、申立人は、現在所持している年金手帳以外に別の年金手帳を受

け取った記憶は無いとしており、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていることをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人は申立期間の保険料額は、8,000 円から 8,600 円ぐらい

であったと記憶しているが、これは申立人が初めて被保険者となった記録

が確認できる平成元年度の保険料額（8,000 円）とほぼ一致しており、申

立期間の保険料額（3,300 円又は 3,770 円）とは、異なっている。 



                    

  

このほか、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



                    

  

鳥取国民年金 事案 214 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年 10 月から 47 年６月までの期間及び 49 年６月から

50 年８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 10 月から 47 年６月まで 

          ② 昭和 49 年６月から 50 年８月まで 

社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立期間が未加入とな

っていた。申立期間①は母が、②は前妻が国民年金の加入手続を行い、

それぞれ保険料を納付してくれていたと思う。未加入となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が現在所持している国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所が

保管する国民年金手帳記号番号払出簿から各申立期間経過後の昭和 52 年

２月下旬ごろにＡ市において払い出されていることが確認できる。 

また、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿によれば、申立人は昭和

52 年２月 25 日に行った届出により、Ｂ社で取得していた厚生年金保険被

保険者の資格を喪失した 51 年８月 16 日にさかのぼって国民年金被保険

者資格を取得していることが確認できる上、申立人が所持する国民年金

手帳にも初めて被保険者となった日が各申立期間経過後の 51 年８月 16

日と記載されており、これら記録における申立人の資格取得日は一致し

ており、各申立期間は未加入期間となることから、国民年金保険料を納

付することはできない。 

さらに、申立人は、申立期間①について、母が納税組合で保険料を納

付していたように思うとしているが、当時居住していたＣ町（現在は、

Ｄ町）に保管されている国民年金被保険者名簿に申立人の名前は無く、

同町が納税組合に対し、未加入となっている申立人の集金依頼を行った



                    

  

とは考え難い。 

加えて、申立人は、申立期間②について、婚姻の３、４年前から同居

していた申立人の前妻がＡ市で国民年金加入手続及び保険料納付をして

くれたと思うとしているが、申立人の前妻との婚姻日は昭和 57 年 10 月 1

＊日であること、及び申立期間②当時においても、申立人の住所地はＣ

町であったことから、申立内容と整合せず、申立人の前妻の保険料納付

等への関与は考え難い。 

その上、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料納付に関与し

ていないほか、加入手続等を行ってくれていたとする申立人の母は既に

死亡しているため、詳細が不明である。 

このほか、申立人に対し、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人

が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 


